
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：平成30年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

  ○ 平成16年度策定  ：  県関与の廃止

  ○ 平成20年度改訂版  ：  県関与の廃止

  ○ 平成23年度改訂版  ：  県関与の廃止

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成30年度当初現在

うち県職員

  ○ 平成24年度改訂版  ：  自立的な運営

うち県職員 平成25年4月 公益財団法人へ移行予定

うち県職員

経営計画等の策定状況

58.5 3,600 52.7

＊次表は平成30年度の状況で、（　）内は29年度 （単位：千円、％）

情報公開の取組状況

公益事業比率 99.7 (99.6) 84.2 (86.7)

経常比率 100.0 (98.9) 225.3 (279.5) 監査等結果

人件費比率 10.9 (12.2) 92.1 (92.3)

管理費比率 0.3 (0.4) 86.1 (86.2)

15.1 (2.4) 0.0 (0.0)

0.0 (0.0) 団体の課題等

   運営組織及び事業活動の状況に関する立入検査（平成29年8月17日）・指摘事項なし

〔団体記載欄〕
　 　 改革基本方針により、平成27年度から全ての流域下水道が県直営化
　  され、公社業務は市町村公共下水道の維持管理業務が主体となった。

      国は下水道施設の改築更新需要が増大する一方で、維持管理が十分
　　行われていない等の課題を踏まえ、平成26年に「新下水道ビジョン」を策
　　定し、当公社が行っている「広域管理等の補完代行」を、国が進めている
　　新たな事業管理計画等に必要な制度として確立。
 
　    県内の中小市町村においては専門技術者の確保や施設の老朽化等
   の課題があることを踏まえ、県・市町村・公社が同じ共通認識に立ち、持
　 続的に事業運営できるよう、下水道管理者業務を補完する公共的機関
   である公社を活用し、安全・安心な水環境を確保していく体制が必要。

〔県記載欄〕
○ 公社は、県内の下水道事業者（市町村等）、特に専門技術職員を十分
  配置  でき ない小規模町村に対し、専門的な立場から技術的支援を行
  う役割を担っており、存在意義は大きい。

○ 改革基本方針により、平成27年度から全ての流域下水道の維持管理
  を県直営化したことから、公社組織の縮小を行ったが、排水処理施設の
  老朽化や人口減少に伴う市町村支援業務の増加に備え、経営力及び技
  術力の維持向上が必要である。

○ 県は、公社の安定的、持続的な経営のため、市町村に対し公社活用
  の促進を図るなど必要な支援を行っていく。

「下水道公社経営改善計画検討委員会」を設置
「下水道公社将来構想検討会議」を設置
職員育成に係る「アクションプラン実施検討報告書」作成
県派遣職員の縮減H19：28名→H20：23名
本社総務係長へ県派遣職員に替えて、プロパー職員を登
用
「下水道公社経営改善計画」を策定
「下水道公社将来構想検討会議」から提言
県派遣職員の縮減H20：23名→H21：20名
本社管理係長へ県派遣職員に替えて、プロパー職員を登
用
係長以上のプロパー職員の登用７名→９名
県流域下水道終末処理場のうち３つの処理場について複

平成22年4月
　　〃
　　〃

平成23年4月
　　〃
　　〃
平成24年4月
　　〃

県派遣職員の縮減H21：20名→H22：14名
係長以上のプロパー職員の登用９名→10名
組織再編（南信を除く3管理事務所で庶務係と管理係の統
合）して、会計（支払い）事務を本社総務課へ集約
県派遣職員の縮減H22：14名→H23：12名
係長以上のプロパー職員の登用10名→11名
組織再編（本社　総務課を経営企画課に改称）
諏訪湖流域下水道にて県直営を試行
県派遣職員の縮減H23：12名→H24：3名

平成25年4月
　　〃　 　10月
平成27年2月
　　〃　 　3月
　　〃　　 4月
　　〃
　　〃
　　〃

公益財団法人へ移行
「下水道公社新経営計画策定委員会」を設置
「新経営計画」を理事会で決定
県職員の派遣を廃止
プロパー職員２名を県職員に採用
全ての流域下水道が県直営化
組織改正(本社２課、現地機関１支社・４事務所に再編)
プロパー職員３名を本社課長、事務所長に登用

　 出損者である県・市町村など関係者の理解と協力を得ながら、３点 (①市町村下水道事業経営の安定化、②災害応援などの市町村支援の充実、③公
社の経営の安定化) に重点を置き取り組むこととする「新経営計画」(平成27年度～31年度)を策定(H27.2.5)。

・建設工事施工監理受託（千円）                 H28:  39416   H29:  29,993  H30: 51349
・公共下水道維持管理業務受託（千円）      H28：1,026,735   H29：1,055,481  H30:1,213,078
・排水設備工事責任技術者試験等（千円）   H28：  4,557　 H29：  15,551  H30:12,612

  県や市町村が整備し、管理する下水道施設は、専門技術者の管理監督により整備、維持管理を行うこととと下水道法で定められてい
る。下水道公社は、県・市町村を補完・代行する役割を担う専門技術機関として設立され、県の流域下水道終末処理場の管理が県直
営化となった現在は、専門技術者を配置することが困難な中小市町村の下水道施設の整備・維持管理を行っている。
  施設整備や維持管理における民間委託業務の積算や発注、運転操作（再委託）の監督、水質管理等、本来下水道管理者である市町
村が自ら行わなければならない業務を代行しているため、民間との競合はない。
 

平成19年度～

平成20年度～

市町村の要請を踏まえ受託業務を見直し、監理・監督業務、
積算業務等に特化
流域下水道維持管理業務を見直し、発注業務は県直接、公社
は民間事業者が行う運転操作の評価・監視業務について県の
業務を補完

～平成24年度

平成23年度末
平成24年度～

平成27年度

県流域下水道の維持管理について、性能発注等の取組によ
り、民間事業者への再委託の範囲を拡大
公社ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員の育成を進め、県職員派遣を廃止
県流域下水道終末処理場のうちの１つの処理場で、試行とし
て発注、評価・監視等下水道管理者の業務を県が行い、その
他の業務は民間事業者が行う
全ての流域下水道処理場で、本格的に実施

平成24年度

平成26年度末
平成27年度

県流域下水道終末処理場のうちの１つの処理場で、試行とし
て発注、評価・監視等下水道管理者の業務を県が行い、その
他の業務は民間事業者が行う
県職員派遣を廃止
全ての流域下水道処理場で本格的に実施

　 情報公開規程を制定（H14.4.1）。ホームページを開設し、事業内容、決算、入札情報等を公表している。

   平成30年度財政的援助団体等の監査結果(平成30年11月14日）・指導事項等なし

・

・

・

・

平成元年、県議会下水道促進・都市問題
対策議員連盟総会で公社設立が要請さ
れる。

平成２年、下水道公社設立研究会が開催
される。

平成３年、財団法人長野県下水道公社設
立される。

平成25年、公益財団法人へ移行

   県内の下水道事業の円滑かつ効率的な推進及びこれに携わる職員の技術の向上
を図るため、下水道事業の調査、設計及び施工監理、下水道の維持管理、下水道に
関する研修等の事業を実施し、もって下水道の整備促進と適切な維持管理をし、公共
用水域の水質の保全及び県民生活の向上に資する。

具体的な事業内容

・下水道の調査、設計及び施工監理
・下水道の維持管理
・下水道排水設備工事責任技術者試験、更新講習及び登録
・下水道に関する調査研究等
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団 体 名
(所在地）

公益財団法人長野県下水道公社
（長野市南長野字幅下６６７－６　長野県土木センター内）

代表者 理事長　太田　　寛
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長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

経常増減の部
経常収益 (A) 1,074,712 1,106,188 1,278,341

うち基本財産運用益 20 20 50

うち受取会費

うち事業収益 1,070,708 1,101,026 1,277,038

うち受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 1,091,894 1,118,242 1,286,595

うち事業費 1,087,259 1,114,276 1,282,629

うち公益事業費 1,087,259 1,114,276 1,282,629

うち給料手当 126,353 134,221 138,721

うち管理費 4,635 3,966 3,966

うち役員報酬 288 288 288

うち給料手当 1,986 1,552 1,574

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 17,182 △ 12,054 △ 8,254

経常外増減の部
経常外収益 (D) 0 0 7,627

経常外費用 (E) 0 0 0

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 7,627

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) △ 17,182 △ 12,054 △ 627

一般正味財産期首残高 (H) 1,468,264 1,451,082 1,439,028

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 1,451,082 1,439,028 1,438,401

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 40,000 40,000 40,000

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 40,000 40,000 40,000

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) △ 17,182 △ 12,054 △ 627

正味財産期首残高 (N) 1,508,264 1,491,082 1,479,028

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 1,491,082 1,479,028 1,478,401

②　貸借対照表
平成28年度 平成29年度 平成30年度

流動資産 346,590 341,185 393,918

うち現金預金 78,833 86,465 113,045

固定資産 1,369,198 1,364,682 1,361,493

基本財産 40,000 40,000 40,000

うち土地

うち投資有価証券

特定財産 1,214,847 1,214,915 1,216,854

うち退職給与引当資産 97,800 104,756 102,193

うち減価償却引当資産 62,058 67,225 72,354

その他の固定資産 114,351 109,767 104,639

資産合計 1,715,788 1,705,867 1,755,411

流動負債 126,906 122,083 174,817

うち短期借入金

うち未払金 115,698 108,483 159,973

固定負債 97,800 104,756 102,193

うち長期借入金

うち退職給与引当金 97,800 104,756 102,193

負債合計 224,706 226,839 277,010

指定正味財産 40,000 40,000 40,000

うち基本財産への充当額 40,000 40,000 40,000

うち特定資産への充当額

一般正味財産 1,451,082 1,439,028 1,438,401

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額 1,117,046 1,110,160 1,114,661

正味財産合計 1,491,082 1,479,028 1,478,401

負債及び正味財産合計 1,715,788 1,705,867 1,755,411

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益財団法人長野県下水道公社
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